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E 衛星データ統合活用実証事業 

上位施策名 

①「未来投資戦略 2017」（平成 29年 6月 9日閣議決定） 

②「宇宙産業ビジョン 2030」（2017年 5月 29日宇宙政策委員会） 

③宇宙基本計画(平成 28年 4月 1日閣議決定) 

担 当 課 室 製造産業局 宇宙産業室 

目 的 

宇宙産業は転換期を迎えており、平成 30 年度から実運用される準天頂衛星シ

ステムや小型衛星コンステレーション等により、宇宙由来の様々なデータの質・

量が抜本的に向上していた。こうした中、これら宇宙由来のデータと他の様々な

地上データが組み合わることで、様々な産業分 野における課題に対し、ソリュー

ションを提供していくことが期待されている。 

こうした取り組みによる宇宙利用産業の拡大の重要性は「未来投資戦略 2017」

や「宇宙産業ビジョン 2030」でも謳われており、様々な課題にソリューションや

産業競争力強化につながるアプリケーションビジネスの創出が非常に重要となっ

ている。 

特に近年では、衛星データやそれ以外のデータを一つのデータプラットフォー

ム（以下「PF」。） 上で様々な解析ツール等を用いながらアプリケーションを創出

する動きが進んでおり、我が国としてもこうした PF 活用型アプリケーション創

出の観点が重要となっていた。 

こうした状況を踏まえ、我が国の宇宙利用産業の拡大に向けて、民間企業等に

よるアプリケーションビジネス創出を加速する観点から、衛星データとその他の

地上データと組み合わせたアプリケーションの開発・実証を進めるものであった。 

類 型 複数課題プログラム / 研究開発課題（プロジェクト） / 研究資金制度 

実 施 時 期 2018年度（１年間） 会計区分 一般会計 / エネルギー対策会計 

評 価 時 期 - 

実 施 形 態 

国→ 一般財団法人 日本宇宙フォーラム（委託） 

→ アジア航測株式会社（再委託） 

→ 宇部興産コンサルタント株式会社（再委託） 

→ M・S・K 株式会社（再委託） 

→ 関西電力株式会社（再委託） 

→ 豊田通商株式会社（再委託） 

プロジェクト

リーダー 
- 

執 行 額 

(百万円) 

2018年度     総執行額 総予算額 

150      150 150 
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１．国内外の類似・競合する研究開発等の状況 

諸外国でもすでに先行して様々なアプリケーションビジネスが進められており、これを加速する

ため、例えば欧州では、政府衛星ガリレオ及びセンチネルのサービスを活用したユースケース開発

支援が行われているなど、世界全体で宇宙利用産業の強化に向けた競争が進められている。 

特に近年では、衛星データやそれ以外のデータを一つの PF 上で様々な解析ツール等を用いなが

らアプリケーションを創出する動きが進んでおり、我が国としてもこうした PF 活用型アプリケー

ション創出の観点が重要となっていた。 

 

２．研究開発の内容 

（１）研究開発の全体構成 

事業実施にあたっては、検討会を設置し、本事業に関する重要事項の検討を行った。検討会は、

IT 関連機関、宇宙関連機関、金融関連機関等の外部有識者 7 名と政府関係者 2 名の計 9 名で構

成した。検討会で検討した主な重要事項は以下のとおり。検討会は、受託契約締結直後の初会合

（下記 A）、再委託事業者の選定（下記 B）、年度半ば（下記 C等）、年度末（下記 D）の計 4 回開催

した。 

A) 実証分野・実証テーマや選定基準等、再委託事業者への公募要領の確認 

B) 再委託事業者による提案内容の審査及び選定 

C) 再委託事業の進捗状況の把握等の中間報告・評価 

D) 再委託事業の最終報告・評価 

 

研究開発項目 実施者 

①衛星による船舶等の貨物量

推定をもとにした経済指標提

供サービス 

- アジア航測株式会社 

②衛星・地上データによるバイ

オマス資源の地産地消で儲か

る林業 

- 宇部興産コンサルタント株式

会社 

③自然放牧による畜産農業へ

の衛星データ利用実証事業 

- M・S・K 株式会社 

④電力インフラの遠隔監視・

調査への衛星データ適用実証

事業 

- 関西電力株式会社 

⑤豪州における準天頂衛星シ

ステムを活用した自動運転実

証 

- 豊田通商株式会社 
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（２）各研究開発項目の実施内容 

①衛星による船舶等の貨物量推定をもとにした経済指標提供サービス 
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②衛星・地上データによるバイオマス資源の地産地消で儲かる林業 
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③自然放牧による畜産農業への衛星データ利用実証事業 
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④電力インフラの遠隔監視・調査への衛星データ適用実証事業 
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⑤豪州における準天頂衛星システムを活用した自動運転実証 
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３．研究開発の実施・マネジメント体制等 

（１）研究開発計画 

 本事業実施にあたっては、図１にプロジェクト全体のスケジュールを示す。 

 

（２）資金配分 

本事業実施の資金配分は、表１に示す。予算額を鑑み経済産業省から指定した総額 1.4 億円程度

のうち、800万程度を 1 件程度、1500 万程度を 4 件程度採択するよう公募を行い、有識者委員会の

決定従って下記のように、各項目に配分を行った。 

 

表１ 事業実施の資金配分 

 

実証事業名 

 

代表企業 

再委託実績費用 

（百万円） 

①衛星による船舶等の貨物量推定をもと 

にした経済指標提供サービス 

アジア航測株式会社 150 

②衛星・地上データによるバイオマス資

源の地産地消で儲かる林業 

宇部興産コンサルタント株式会

社 

150 

③自然放牧による畜産農業への衛星デ

ータ利用実証事業 

M・S・K 株式会社 130 

④電力インフラの遠隔監視・調査への衛 

星データ適用実証事業 

関西電力株式会社 120 

⑤豪州における準天頂衛星システムを

活用した自動運転実証 

豊田通商株式会社 80 

 合計 1,350 

図１ プロジェクト全体のスケジュール 
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（３）研究開発の実施・マネジメント体制 

一般財団法人日本宇宙フォーラム（以下、「JSF」という。）は、財団として多くの宇宙関連の企

業、大学、団体等をとりまとめられる高度な「中立性」を有し、事業の事務局として中立な立場で

公募、選定支援、検討会の開催支援、再委託、指導、助言、進捗管理を行うことができる。また、

JSFは採択時までに、多くの測位衛星や地球観測衛星関連事業の支援を行ってきていた。これらの

分野でプロダクトやサービスを利益事業として提供する財団ではない。そのため、実施に当たっ

て、成果を最大限に適材適所で企業、大学、団体等と連携し、とりまとめながら事業を実施するこ

とができる実施先であった。 

また、実施体制については、経済産業省から JSFに委託し、再委託公募、有識者検討会の実施・

運営、及び再委託事業者に対して指導・助言・進捗管理を実施した。実施体制については、下記の

図２に示す。 

なお、本事業は、2018年度で終了し、オープン＆フリー事業に移行することとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）知財や研究開発データの取扱い 

 本事業において、知財・研究開発データの懸念無し。 

 

  

経済産業省 

図２ 実施体制 

JSF 

委託 

再委託（５者） 

 

有識者検討会 

IT 関連機関、宇宙関連機関、金融関連機関

等の外部有識者 7 名と政府関係者 2 名 

再委託 
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４．事業アウトプット 

（１）研究開発目標 

研究開発項目 
中間目標

（20**年） 
最終目標(2018年） 設定（変更）理由 

①衛星による船舶等の

貨物量推定をもとにした

経済指標提供サービス 

- 公表データと比較した場合に、

80%以上の精度で船舶数、積載量

の抽出ができること、もしく

は、公表データの数値に対し

て、80%以上の精度で船舶数、積

載量を推計するための手法開発 

衛星 AISデータ、衛星

画像等により海上貨物

量等を推定し、早期に、

精度の高い経済指標を

提供する事業化につい

て実証のため設定。 

- バックヤード積荷堆積量につい

て、経済指標としての利用の可

能性の提示 

- 目的地予測のための手法を開発

できること、またその精度向上

のための手法を提示 

②衛星・地上データによ

るバイオマス資源の地

産地消で儲かる林業 

 衛星データ /地上データ融合シ

ステム開発 

衛星データと地上デー

タを活用した森林資源

情報システムを構築に

向けて、設定。 

 現地調査支援システム開発 

③自然放牧による畜産

農業への衛星データ利

用実証事業 

- 地球観測衛星から、牧草の草丈

や乾燥重量、牧草と雑草の被度

の推定 

牛の行動把握と地球観

測衛星による牧草の生

育状況の把握によって

自然放牧の課題解決に

向けて設定。 

- 牛の位置情報が正しく取得でき

ることを確認 

④電力インフラの遠隔

監視・調査への衛星デ

ータ適用実証事業 

- 送電線周辺の地物の変化確認（特

定巡視） 

電力インフラの保守業

務や建設時の各種調査

の効率化にむけた、衛

星データとドローン等

を組み合わせた監視・

調査の導入に向け設

定。 

⑤豪州における準天頂

衛星システムを活用した

自動運転実証 

- 走行中の位置精度 「高精度 3D地図」など

を活用した準天頂衛星

システムの軌道エリア

における実証のため設

定。 

- 自動運転車が逸脱した時に管制シ

ステムで検知・アラート 
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（２）研究開発の成果 

 本事業をとおして、５件のアプリケーション開発を達成した。当初の目標に対し、おおかた実証

を実施することができた。以下に評価軸と達成状況をまとめたものを示す。 

研究開発項目 最終目標（2018年度） 成果・意義 
達成 

状況 

未達の原因分析/

今後の見通し 

①衛星による船舶

等の貨物量推定を

もとにした経済指

標提供サービス 

公表データと比較した場

合に、80%以上の精度

で船舶数、積載量の抽

出ができること、もしく

は、公表データの数値に

対して、80%以上の精度

で船舶数、積載量を推

計するための手法開発 

AIS では特定条件で達

成。 

一 部

達成 

衛星画像では精

度未達。精度に課

題はあるが、手法

については今後

の課題。 

バックヤード積荷堆積量

について、経済指標とし

ての利用の可能性の提

示 

特定条件では可能。取

得精度に課題 

達成 - 

目的地予測のための手

法を開発できること、また

その精度向上のための

手法を提示 

一定確率で予測する手

法を開発 

達成 - 

②衛星・地上デー

タによるバイオマ

ス資源の地産地

消で儲かる林業 

衛星データ /地上デー

タ融合システム開発 

Sentinel のデータで、

自動処理し、（70％程

度）の精度達成 

達成 - 

現地調査支援システム

開発 

開発達成 達成 - 

③自然放牧による

畜産農業への衛

星データ利用実証

事業 

地球観測衛星から、牧

草の草丈や乾燥重量、

牧草と雑草の被度の推

定 

２回の現地調査で複数

のサンプルで比較（3グ

ループの被度推定の全

体精度は 87％） 

達成 - 

牛の位置情報が正しく取

得できることを確認 

1 分間隔で牛の行動を

モニタリング 

達成 - 

④電力インフラの

遠隔監視・調査へ

の衛星データ適用

実証事業 

送電線周辺の地物の変

化確認（特定巡視） 

AI により 21 件中 16 

件特定に成功（76％） 

 

達成 実利用には高分

解能衛星画像コ

スト、撮像頻度不

足が課題。 
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⑤豪州における準

天頂衛星システム

を活用した自動運

転実証 

走行中の位置精度 位置精度、7～10cm に

収まっていることを確認。 

達成 仰角が低い場合、

100cm 超と極端に

精度が悪くなる

ことが課題。 

自動運転車が逸脱した

時に管制システムで検

知・アラート 

アラート発令を確認 達成 - 

 

（３）活動指標 

年度 論文数 国内特許出願 国外特許出願 PCT出願 

2018年 ***件 ***件 ***件 ***件 

 

国際標準への寄与 

- 

 

プロトタイプの作成 

- 

 

 

５．事業アウトカム 

（１）事業アウトカムの内容 

2030年代初期までに宇宙産業の市場規模を 2.4兆円まで拡大する見込みの中、宇宙利用産業は約

7割の 1.6兆円規模と想定。このうち、2030年代初期までに宇宙利用産業の市場規模に約 3400億

円（約 20％程度）貢献されることが期待される。 

本年度の事業では 5 チームが採択され、実証事業を実施した。実証で当初の目標を達成したも

のは多いものの、実際にサービスインや実利用での活用となると、コスト面での課題、精度面での

課題、マーケットの小ささ、技術面での課題など、多くの課題がみられる。サービスインやビジネ

ス化までのスピードを考えた場合、「自社でのコスト削減に活用」するケースや「既にサービスを

行っており、多くの顧客を抱えている」場合など既存のサービスにオプションなどでオンする形で

パッケージ販売できる事業者の方が早くビジネス化が期待される。 

 

（２）事業アウトカム目標 
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６．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

衛星データの活用は、コスト面で課題がある場合、衛星データの調達コストがその大部分を占め

る。我が国における衛星データのオープン＆フリー化の取り組みである政府衛星データプラットフ

ォーム「Tellus」には、実証チームによってはコスト削減に非常に期待する声も聴かれた。 

各実証チームで必要な衛星データの種類、必要な頻度、撮像の緊急性などが異なるが、一ヶ月か

ら数か月の頻度で衛星画像があれば事業化が期待できるものもあり、引き続き、「Tellus」の普及

活動の拡大、使えるデータの増加、使いやすい形でのデータ提供などに取り組んでいき、「政府衛

星データのオープンアンドフリー化・データ利活用促進事業」と連携していきながら、アウトカム

達成を目指す 

 

７．費用対効果 

本事業のうち、④電力インフラの遠隔監視・調査への衛星データ適用実証事業 の実証チーム構

成員である関西電力では送電設備の現地確認業務に年間約 20,000人日の人員と約 700回のヘリコ

プターの運航費用等を要しており、これらのコストを本事業の成果により 50％削減すると関西電力

管内で 3億円超のコスト効果が期待される。関西電力の事業規模は日本の 1/6程度なので、国内で

18億円超のコスト削減が期待されている。 

以上のことから、総事業費 1.5億円の本事業の費用対効果は十分高い 

アウトカム目標 目標の設定理由 目標達成の見込み 

2030 年

代初期 

宇宙産業の市場規模を 2.4兆円まで拡

大する見込みの中、宇宙利用産業は約

7割の 1.6兆円規模と想定。このうち、

2030 年代初期までに宇宙利用産業の

市場規模に約 3400億円（約 20％程度）

貢献。 

「宇宙産業ビジョン

2030」（2017年 5月 29日

宇宙政策委員会）及び平

成２９年度製造基盤技

術実態等調査事業（ビッ

グデータにおける衛星

データのあり方に関す

る調査）を元に設定。 

達成の見込み。 

 


